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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第47期

中間連結会計期間
第48期

中間連結会計期間
第47期

会計期間
自 2024年６月１日
至 2024年11月30日

自 2025年６月１日
至 2025年11月30日

自 2024年６月１日
至 2025年５月31日

売上高 (千円) 8,793,290 9,407,792 22,255,059

経常利益 (千円) 174,175 423,599 2,384,085

親会社株主に帰属する
中間（当期）純利益

(千円) 121,809 293,385 1,599,526

中間包括利益又は包括利益 (千円) 108,261 311,913 1,635,746

純資産額 (千円) 11,980,894 13,256,355 13,349,774

総資産額 (千円) 28,807,843 31,012,174 30,894,812

１株当たり中間（当期）純利益 (円) 6.91 16.64 90.76

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 40.9 42.0 42.4

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △949,843 △213,784 2,441,879

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △327,224 △125,567 △1,010,750

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 278,143 △125,149 70,003

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 5,799,290 7,834,846 8,299,348
 

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

（経営成績の状況）

当社グループは、事業の方向性を明確にし、戦略的投資を促進するため、不動産デベロップメント部門、不動

産マネジメント部門及びエネルギーマネジメント部門の３部門からなる「不動産ソリューション事業」と課外活

動ソリューション部門と人材ソリューション部門の２部門からなる「学生生活ソリューション事業」の２事業

（セグメント）計５部門で事業展開を図っております。

また、2026年５月期の通期連結業績見通しにつきましては、2025年７月11日付の2025年５月期決算短信で公表

しており、売上高26,400百万円（前年同期比18.6％増）、営業利益2,600百万円（同3.2％増）、経常利益2,400百

万円（同0.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益1,610百万円（同0.7％増）を計画しております。

当中間連結会計期間の業績については、販売用不動産の売却が12月にずれ込んだ不動産デベロップメント部門

を除くすべての部門において前中間連結会計期間を上回り推移いたしました。特に主力部門である不動産マネジ

メント部門においては、想定を超える住み替え需要の的確な取り込みに加え、水道光熱費等の売上原価が想定を

下回ったことにより業績は計画を大幅に上回り推移いたしました。

その結果、売上高は9,407,792千円（前中間連結会計期間比7.0％増）、営業利益は504,368千円（同117.0％

増）、経常利益は423,599千円（同143.2％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は293,385千円（同140.9％

増）となりました。

 
①　売上高

当中間連結会計期間の売上高は9,407,792千円（前中間連結会計期間比7.0％増）となりました。セグメント別

には不動産ソリューション事業の売上高は7,355,620千円（同7.3％増）、学生生活ソリューション事業の売上高

は2,052,171千円（同5.9％増）となりました。また、部門別では、不動産デベロップメント部門は3,629千円（同

55.0％増）、不動産マネジメント部門は7,172,886千円（同6.8％増）、エネルギーマネジメント部門は179,104千

円（同30.6％増）、課外活動ソリューション部門は924,026千円（同8.7％増）、人材ソリューション部門は

1,128,145千円（同3.7％増）となりました。

なお、不動産デベロップメント部門における販売用不動産の売却は、上期に予定していたものが12月にずれ込

んだことにより、前中間連結会計期間と同様、すべて下期となる見込みであります。また、エネルギーマネジメ

ント部門の売上高の大幅な増加は、盗難被害を受けた２ヶ所の発電所が復旧し、すべての発電所で順調に稼働し

たことによるものであります。

②　営業利益

当中間連結会計期間の不動産ソリューション事業の売上総利益は1,566,811千円（前中間連結会計期間比14.1％

増）、セグメント利益は865,200千円（同33.5％増）となりました。

なお、不動産ソリューション事業における売上総利益及びセグメント利益の増加は、不動産マネジメント部門

及びエネルギーマネジメント部門の売上高の増加によるものであります。

また、学生生活ソリューション事業の売上総利益は931,154千円（同11.1％増）、セグメント利益は83,155千円

（同428.6％増）となりました。

なお、学生生活ソリューション事業における売上総利益及びセグメント利益の増加は、課外活動ソリューショ

ン部門及び人材ソリューション部門における売上高の増加によるものであります。
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その結果、各セグメントに配分していない全社費用443,987千円（同3.0％増）を調整し、全社の当中間連結会

計期間の営業利益は504,368千円（同117.0％増）となりました。

③　経常利益

当中間連結会計期間の営業外損益は△80,768千円（前中間連結会計期間は△58,231千円）となり、その結果、

当中間連結会計期間の経常利益は423,599千円（前中間連結会計期間比143.2％増）となりました。

④　親会社株主に帰属する中間純利益

当中間連結会計期間の法人税等に141,190千円及び非支配株主に帰属する中間純損失に10,976千円を計上したこ

とにより、親会社株主に帰属する中間純利益は293,385千円（前中間連結会計期間比140.9％増）となりました。

 
（財政状態の状況）

当中間連結会計期間末の資産合計は31,012,174千円となり、前連結会計年度末に比べ117,361千円増加いたしま

した。この増加の主な要因は、販売用不動産が471,290千円の増加、流動資産のその他が459,024千円の増加、現

金及び預金が464,502千円の減少、受取手形及び売掛金が215,703千円の減少及び有形固定資産が126,924千円減少

したことによるものであります。

負債合計は17,755,818千円となり前連結会計年度末に比べ210,780千円増加いたしました。この増加の主な要因

は、長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）が306,040千円の増加、流動負債のその他が478,129千円の

増加、固定負債のその他が66,029千円の増加、支払手形及び買掛金が106,531千円の減少、未払法人税等が

332,050千円の減少及び賞与引当金が210,941千円減少したことによるものであります。

また、純資産合計は13,256,355千円となり前連結会計年度末に比べ93,418千円減少いたしました。この減少の

主な要因は、親会社株主に帰属する中間純利益293,385千円、前期の剰余金の処分による配当金405,324千円、そ

の他有価証券評価差額金が29,504千円の増加及び非支配株主持分が10,976千円減少したことによるものでありま

す。

その結果、自己資本比率は前連結会計年度の42.4％から42.0％となりました。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により使用した資金は213,784千円（前中間連結会計期間は使用した資金は949,843千円）となりまし

た。これは主に税金等調整前中間利益423,599千円、非資金項目である減価償却費412,337千円、賞与引当金の減

少額214,841千円、棚卸資産の増加による支出581,905千円、仕入債務の減少による支出98,708千円、その他の資

産の増加による支出469,608千円、法人税等の支払による支出460,802千円、売上債権の減少による収入209,203千

円及びその他の負債の増加による収入549,242千円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金125,567千円（前中間連結会計期間は使用した資金は327,224千円）となりまし

た。これは主に有形固定資産の取得による支出25,785千円及び無形固定資産の取得による支出100,782千円による

ものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により使用した資金は125,149千円（前中間連結会計期間は得られた資金は278,143千円）となりまし

た。これは主に、配当金の支払による支出405,000千円及び長期借入金の純増額による収入306,040千円によるも

のであります。

 
(3) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、経営方針・経営戦略等については前事業年度の有価証券報告書に記載した内容

から変更はありません。

 
３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 59,520,000

計 59,520,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年１月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,000,000 18,000,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株で
あります。

計 18,000,000 18,000,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2025年11月30日 ― 18,000,000 ― 775,066 ― 508,820
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(5) 【大株主の状況】

2025年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式(自己
株式を除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ＫＪホールディングス 東京都新宿区四谷1-6-2 4,310,374 24.46

伊藤　守 東京都港区 2,280,000 12.94

原　利典 東京都千代田区 2,280,000 12.94

ＵＨ Ｐａｒｔｎｅｒｓ ２投資事業有限
責任組合

東京都豊島区南池袋2-9-9 675,500 3.83

公益財団法人ＭＡＩＣＯＭミライを応援
学生奨学財団

東京都千代田区大手町2-1-1 650,000 3.69

公益財団法人ＭＡＩＣＯＭひとり暮らし
学生奨学財団

東京都千代田区大手町2-1-1 650,000 3.69

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海1-8-12 272,100 1.54

株式会社みずほ銀行
（常任代理人　㈱日本カストディ銀行）

東京都千代田区大手町1-5-5
(東京都中央区晴海1-8-12）

240,000 1.36

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内1-4-5 240,000 1.36

遠藤　司 神奈川県横浜市鶴見区 212,000 1.20

計 － 11,809,974 67.02
 

　(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

 株式会社日本カストディ銀行　　　　　　272,100株
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2025年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 377,100
 

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 17,608,600
 

176,086
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

単元未満株式 普通株式 14,300
 

－ 同上

発行済株式総数 18,000,000 － －

総株主の議決権 － 176,086 －
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式94株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2025年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社毎日コムネット

東京都千代田区大手町2-1-1 377,100 － 377,100 2.10

計 － 377,100 － 377,100 2.10
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年６月１日から2025年11月30

日まで）に係る中間連結財務諸表について、双葉監査法人により期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当中間連結会計期間
(2025年11月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 8,299,348 7,834,846

  受取手形及び売掛金 521,299 305,596

  販売用不動産 ※１  12,251,573 ※１  12,722,864

  仕掛品 28,638 68,608

  貯蔵品 17,805 19,595

  その他 1,357,912 1,816,936

  貸倒引当金 △420 △380

  流動資産合計 22,476,157 22,768,067

 固定資産   

  有形固定資産 ※２  4,663,699 ※２  4,536,774

  無形固定資産 798,950 771,361

  投資その他の資産   

   その他 2,956,401 2,936,366

   貸倒引当金 △396 △396

   投資その他の資産合計 2,956,004 2,935,970

  固定資産合計 8,418,655 8,244,106

 資産合計 30,894,812 31,012,174

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 494,069 387,537

  短期借入金 600,000 600,000

  1年内返済予定の長期借入金 1,842,920 7,008,820

  未払法人税等 503,508 171,457

  賞与引当金 304,366 93,424

  その他 1,574,723 2,052,852

  流動負債合計 5,319,587 10,314,093

 固定負債   

  長期借入金 10,422,093 5,562,233

  役員退職慰労引当金 295,170 304,870

  資産除去債務 70,265 70,670

  その他 1,437,922 1,503,951

  固定負債合計 12,225,451 7,441,725

 負債合計 17,545,038 17,755,818
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当中間連結会計期間
(2025年11月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 775,066 775,066

  資本剰余金 511,183 511,183

  利益剰余金 12,091,829 11,979,890

  自己株式 △300,014 △300,022

  株主資本合計 13,078,066 12,966,119

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 30,236 59,741

  その他の包括利益累計額合計 30,236 59,741

 非支配株主持分 241,472 230,495

 純資産合計 13,349,774 13,256,355

負債純資産合計 30,894,812 31,012,174
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年６月１日
　至 2024年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年６月１日
　至 2025年11月30日)

売上高 8,793,290 9,407,792

売上原価 6,582,241 6,909,825

売上総利益 2,211,048 2,497,966

販売費及び一般管理費 ※１  1,978,641 ※１  1,993,598

営業利益 232,406 504,368

営業外収益   

 受取利息 1,394 9,093

 受取配当金 1,481 3,514

 持分法による投資利益 5,410 5,678

 助成金収入 1,275 764

 受取賃貸料 1,546 1,546

 雑収入 8,865 9,084

 営業外収益合計 19,973 29,680

営業外費用   

 支払利息 53,285 82,759

 資金調達費用 24,101 26,902

 その他 817 787

 営業外費用合計 78,205 110,449

経常利益 174,175 423,599

特別利益   

 受取保険金 26,563 －

 特別利益合計 26,563 －

特別損失   

 盗難損失 24,565 －

 災害損失 5,019 －

 特別損失合計 29,585 －

税金等調整前中間純利益 171,153 423,599

法人税、住民税及び事業税 105,091 152,785

法人税等調整額 △40,490 △11,595

法人税等合計 64,600 141,190

中間純利益 106,552 282,408

非支配株主に帰属する中間純損失（△） △15,256 △10,976

親会社株主に帰属する中間純利益 121,809 293,385
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年６月１日
　至 2024年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年６月１日
　至 2025年11月30日)

中間純利益 106,552 282,408

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,708 29,504

 その他の包括利益合計 1,708 29,504

中間包括利益 108,261 311,913

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 123,517 322,890

 非支配株主に係る中間包括利益 △15,256 △10,976
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年６月１日
　至 2024年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年６月１日
　至 2025年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 171,153 423,599

 減価償却費 376,044 412,337

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △234 △40

 賞与引当金の増減額（△は減少） △179,530 △214,841

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,900 9,700

 受取利息及び受取配当金 △2,875 △12,607

 支払利息 53,285 82,759

 持分法による投資損益（△は益） △5,410 △5,678

 助成金収入 △1,275 △764

 受取保険金 △26,563 －

 売上債権の増減額（△は増加） 75,063 209,203

 棚卸資産の増減額（△は増加） △73,182 △581,905

 仕入債務の増減額（△は減少） △22,766 △98,708

 その他の資産の増減額（△は増加） △946,171 △469,608

 その他の負債の増減額（△は減少） 160,816 549,242

 未払消費税等の増減額（△は減少） △235,771 14,449

 その他 △332 △349

 小計 △652,850 316,785

 利息及び配当金の受取額 3,148 12,943

 助成金の受取額 400 364

 保険金の受取額 26,563 －

 利息の支払額 △51,506 △83,075

 法人税等の支払額 △275,599 △460,802

 営業活動によるキャッシュ・フロー △949,843 △213,784

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △169,834 △25,785

 無形固定資産の取得による支出 △160,069 △100,782

 貸付金の回収による収入 2,678 1,000

 投資活動によるキャッシュ・フロー △327,224 △125,567

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 136,500 －

 長期借入れによる収入 1,480,000 850,000

 長期借入金の返済による支出 △925,548 △543,960

 自己株式の取得による支出 － △7

 リース債務の返済による支出 △25,760 △26,180

 配当金の支払額 △387,048 △405,000

 財務活動によるキャッシュ・フロー 278,143 △125,149

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △998,925 △464,502

現金及び現金同等物の期首残高 6,798,216 8,299,348

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１  5,799,290 ※１  7,834,846
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。　

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。　

 

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

 

(中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。　

 

(財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、企業集団の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの)

該当事項はありません。　

 

(中間連結貸借対照表関係)

※１　販売用不動産から直接控除している減価償却引当金の額

 

 
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当中間連結会計期間
(2025年11月30日)

販売用不動産 647,062千円 764,324千円
 

 

※２　圧縮記帳額

　国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内訳は、次のとおりであり

ます。

 
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当中間連結会計期間
(2025年11月30日)

圧縮記帳額 13,125千円 13,125千円

（うち、有形固定資産） 13,125千円 13,125千円
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(中間連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2024年６月１日
至 2024年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年６月１日
至 2025年11月30日)

給料及び手当 753,074千円 785,962千円

賞与引当金繰入額 72,470千円 93,424千円

退職給付費用 23,563千円 23,831千円

役員退職慰労引当金繰入額 9,700千円 9,700千円

貸倒引当金繰入額 187千円 △40千円
 

 

　２　経営成績の変動について

当中間連結会計期間（自 2025年６月１日 至 2025年11月30日）

〇売上高の季節的変動

当社グループでは、不動産ソリューション事業の不動産マネジメント部門において、３月及び４月の入学シー

ズン時期にあわせた学生向け賃貸住宅入居者募集関連売上により第４四半期連結会計期間（３月から５月まで）

に売上高が増加する傾向があります。また、学生生活ソリューション事業の人材ソリューション部門における連

結子会社である株式会社ワークス・ジャパンの業績は、企業の新卒採用活動による売上高が下期に集中すること

により上期の利益はマイナスとなる傾向があります。

これらの季節性や、不動産ソリューション事業の不動産デベロップメント部門において、販売用不動産の売却

の時期、売却の金額によっては、通期に占める中間連結会計期間の連結経常利益等の各利益の割合は非常に低く

くなる傾向があります。

〇販売用不動産の売却売上高の変動

不動産デベロップメント部門において、販売用不動産の売却時期によっては、四半期の売上高及び利益が大き

く変動する場合があります。

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2024年６月１日
至 2024年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年６月１日
至 2025年11月30日)

現金及び預金 5,799,290千円 7,834,846千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金及び
担保に供している定期預金

－千円 －千円

現金及び現金同等物 5,799,290千円 7,834,846千円
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間（自 2024年６月１日 至 2024年11月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年８月23日
定時株主総会

普通株式 387,701 22 2024年５月31日 2024年８月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年１月10日
取締役会

普通株式 158,605 9 2024年11月30日 2025年２月５日 利益剰余金
 

 

当中間連結会計期間（自 2025年６月１日 至 2025年11月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年８月22日
定時株主総会

普通株式 405,324 23 2025年５月31日 2025年８月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年１月９日
取締役会

普通株式 176,228 10 2025年11月30日 2026年２月４日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 2024年６月１日 至 2024年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：千円)

 報告セグメント
調整額
(注)１

中間連結損益
計算書計上額
(注)２ 

不動産ソリュ
ーション事業

学生生活ソリュ
ーション事業

計

売上高      

　顧客との契約から生じる収益 464,242 1,937,695 2,401,937 － 2,401,937

　その他の収益(注)３ 6,391,352 － 6,391,352 － 6,391,352

 外部顧客への売上高 6,855,594 1,937,695 8,793,290 － 8,793,290

　セグメント間の内部売上高

 又は振替高
－ － － － －

計 6,855,594 1,937,695 8,793,290 － 8,793,290

セグメント利益 647,925 15,730 663,655 △431,248 232,406
 

(注) １　セグメント利益の調整額△431,248千円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３　その他の収益は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入等であります。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
Ⅱ 当中間連結会計期間（自 2025年６月１日 至 2025年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：千円)

 報告セグメント
調整額
(注)１

中間連結損益
計算書計上額
(注)２ 

不動産ソリュ
ーション事業

学生生活ソリュ
ーション事業

計

売上高      

　顧客との契約から生じる収益 522,521 2,052,171 2,574,693 － 2,574,693

　その他の収益(注)３ 6,833,098 － 6,833,098 － 6,833,098

 外部顧客への売上高 7,355,620 2,052,171 9,407,792 － 9,407,792

　セグメント間の内部売上高

 又は振替高
－ － － － －

計 7,355,620 2,052,171 9,407,792 － 9,407,792

セグメント利益 865,200 83,155 948,356 △443,987 504,368
 

(注) １　セグメント利益の調整額△443,987千円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３　その他の収益は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入等であります。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自 2024年６月１日
至 2024年11月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年６月１日
至 2025年11月30日)

　　１株当たり中間純利益 6円91銭 16円64銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する中間純利益(千円) 121,809 293,385

   普通株主に帰属しない金額(千円) － －

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   中間純利益(千円)

121,809 293,385

   普通株式の期中平均株式数(株) 17,622,816 17,622,811
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

 
第48期（2025年６月１日から2025年11月30日まで）中間配当について、2026年１月９日開催の取締役会におい

て、2025年11月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                               176,228千円

②　１株当たりの金額      　                 　　10円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日    2026年２月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
　

2026年１月13日

株式会社毎日コムネット

取締役会  御中

 

双 葉 監 査 法 人
 

　東京都新宿区
 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 菅　　野　　　豊  

 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士 冨　樫　　郁　夫  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社毎日コ

ムネットの2025年６月１日から2026年５月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年６月１日から2025年11

月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算

書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、株式会社毎日コムネット及び連結子会社の2025年11月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以  上

 
 

(注) １　上記は期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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